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株式会社 JALスカイ札幌 単位：　　円

　【流動資産】 【 531,602,074 】 　【流動負債】 【 284,015,444 】

　　現金及び預金 5,832,011 42,915,376

　　営業未収入金 216,675,687 2,418,611

　　貯蔵品 184,627 15,198,900

　　短期前払費用 19,068,233 61,286,901

　　短期貸付金 272,584,562 99,300

　　立替金 15,070,155 　　未払費用 99,197,093

　　未収入金 2,186,799 　　預り金 8,908,825

53,990,438

　【固定資産】 【 250,949,521 】 　【固定負債】 【 245,696,557 】

　（無形固定資産） （ 295,568 ） 　　退職給付引当金 245,696,557

　　電話加入権 295,568

負債の部合計 529,712,001

　（投資その他の資産） （ 250,653,953 ) 純　資　産　　の　　部

　　敷金 5,700,000   【株　主　資　本】 【 252,839,594 】

　　長期前払費用 736,000 　　【資　本　金】 【 30,000,000 】

　　繰延税金資産 244,217,953 　　【資本剰余金】 【 25,000,000 】

　　　資本準備金 10,000,000

　　　その他資本剰余金 15,000,000

　　【利益剰余金】 【 197,839,594 】

　　　利益準備金 1,920,000

　　（その他利益剰余金） （ 195,919,594 ）

　　　繰越利益剰余金 195,919,594

純資産の部合計 252,839,594

資産の部合計 782,551,595 負債・純資産の部合計 782,551,595

　　※当期純利益 85,761,584

　　未払事業所税

　　未払通算税効果額

　　営業未払金

　　未払金

　　未払法人税等

　　未払消費税等

貸　　借　　対　　照　　表
2023年3月31日 現在

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額



個別注記表 

 

Ⅰ.重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品・・・最終仕入原価法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定）   

 

2. 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

 

（２）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引のうち、 

リース取引開始日が企業会計基準第 13号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前の 

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。       

  

3.  引当金の計上基準 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づき計上しております。     

 

4. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

（１）収益の認識 

当社は、日本航空株式会社からの受託契約に基づくグランドハンドリングサービスを提供しており、 

定額部分については契約期間にわたって、従量部分については役務提供完了の時点で収益を認識し 

ております。 

 

（２）消費税等の会計処理  

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。  

 

（３）資産除去債務に関する会計基準の適用 

当社は、賃貸借契約に基づき使用する事務所等について、退去時における原状回復に係る債務 

を有しておりますが、当該債務に関連する賃貸資産の使用期限が明確でなく、現在のところ移転等 

も予定されていないことから、資産除去債務を合理的に見積もることが出来ません。 

そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。 

 



5. 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

 当社は、当事業年度より連結納税制度からグループ通算制度へ移行しております。これに伴い、法人税

及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場

合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第 42号 2021年８月 12日。以下「実務対応報告

第 42 号」という。）に従っております。また、実務対応報告第 42 号第 32 項(1)に基づき、実務対応報告第

42号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしております。 

 

Ⅱ．株主資本等変動計算書に関する注記 

１． 発行済株式に関する事項 

株式 

の種類 

前事業年度末の 

株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末の 

株式数 

普通株式 807株 ― ― 807株 

 

２． 配当に関する事項  

(1) 基準日が前期に属する配当のうち、配当の効力発生日が当期となるもの 

該当事項はありません。 

 

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

    該当事項はありません。 

 


